
整理番号 22-1

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ57～Ｈ104（最長95年間）

事業実施地区名 吉野・仁淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所
10～29年経過分 森林農地整備センター

事業の概要・目的 当事業は、吉野・仁淀川広域流域内の徳島県阿南市外15市町の民間による
造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林

か ん

総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成
を行うことを目的としている。
具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗

か ん

悪林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が費用負担者となって造
林地所有者、造林者と分収造林契約を締結し、新植・下刈・除伐・保育間伐
など森林整備のための費用負担及び事業実行に関する技術指導を行い、水源
林を造成するものである。
・主な事業内容：契約件数 190件、植栽面積 2,874ha
・総事業費： 11,661,124千円

① 費用対効果分析の 当事業の費用対効果分析における主な効果は、水源涵養便益であり、植栽
か ん

算定基礎となった や保育により森林を造成し、洪水防止、流域貯水、水質浄化に寄与する効果
要因の変化等 である。また、山地保全便益については、森林を造成し土砂流出や山腹崩壊

等の防止に寄与する効果である。
現時点における10年経過分の造林地の費用対効果分析の結果は以下のとお

りである。

総便益（Ｂ） 1,002,679千円
総費用（Ｃ） 472,678千円
分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.12

② 森林・林業情勢、 当該流域が属する徳島県、愛媛県及び高知県における民有林の未立木地面
農山漁村の状況そ 積は、昭和45年の18,966haから平成19年の12,240haと一貫して減少傾向にあ
の他の社会経済情 るが、平成19年には12,240haとなっており、引き続き森林造成が必要である。
勢の変化 また、これらの県における私有林の不在村者所有森林面積は、昭和45年の

180,729haから平成17年の272,759haと増加傾向にあり、林業就業者は、昭和
45年の13,788人から平成17年の2,843人と減少し、平成17年の65才以上の割合
は32％と高齢化も進行している。さらに、木材生産額は、昭和46年の20,804
百万円から平成17年の4,203百万円と減少している。これらのことから、地域
の森林の管理水準の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 植栽木の大半が生存しており、順調な生育状況である。

④ 関連事業の整備 当該流域に関係する徳島県、愛媛県及び高知県では、以下のとおり森林整
状況 備を進めることとしている。

【徳島県：徳島県食料・農林水産業・農産漁村基本計画（平成23年11月改訂）】
「先進的な高性能林業機械と高密度路網を集中的に投入」、「複合的な林内
路網を構築」、「長伐期林、複層林、針広混交林へ誘導」
【愛媛県：えひめ森林・林業振興プラン（平成23年３月）】
「小面積皆伐施業も取り入れ森林の保続を確保」、「水源かん養機能の発揮
が望まれる森林は適切な除間伐や針広混交林化、複層林化など、皆伐を控
えた多様な森林づくりを目指す」、「適切な路網配置と高性能林業機械の合
理的な組合せによる生産性の高い作業システムの構築」、「施業の集約化を
推進し森林整備コストを縮減」
【高知県：高知県産業振興計画Ver.3（平成23年３月）】
「施業集約化や効率的な作業システムの導入支援」、「作業道開設や高性能
林業機械の導入」、「間伐の推進」
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⑤ 地元（受益者、地 植栽地は順調に成林しており、所在市町村及び契約相手方（造林地所有者、
方公共団体等）の 造林者）は水源涵養等の機能発揮への期待が大きく、引き続き適期の保育作

か ん

意向 業の実施を要望している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐の実施に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支
の可能性 障のない広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことにより

コスト縮減に努めることとする。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 費用対効果分析結果、森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、事業コスト
縮減の取組等、事業の公益性を総合的に検討した結果、水源林としての機能
を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考える。

評価結果及び ・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、水源林造
事業の実施方針 成事業による事業の必要性が認められる。

・効率性：今後の除伐の実施に当たっては、適期に実施することや植栽木の
成長に支障のない広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成
を目指すことによりコスト縮減に努めることとしていることから、
事業の効率性が認められる。

・有効性：植栽地は概ね順調な生育を示しており、水源涵養などの水土保全
か ん

機能を十分発揮していることから、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針：継続が妥当
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事 業 名： 水源林造成事業

施行箇所： 吉野・仁淀川広域流域　10年経過分 （単位：千円）

評価額 備　考

洪水防止便益 252,218

流域貯水便益 133,621

水質浄化便益 227,824

土砂流出防止便益 294,840

土砂崩壊防止便益 4,704

環境保全便益 炭素固定便益 81,456

①樹木固定分 68,934

②森林土壌蓄積分 12,522

木材生産確保・増進便益 8,016

①森林整備分 8,016

　総　便　益　（Ｂ） 1,002,679

　総　費　用　（Ｃ） 472,678

1,002,679

472,678

（森林整備事業）

便　　益　　集　　計　　表

　費用便益比 Ｂ／Ｃ　＝　 　＝　2.12

中　区　分大　区　分

水源かん養便益

山地保全便益

木材生産等便益



渡島・尻別川
（北海道）

平成23年度　期中の評価対象広域流域

天塩川
（北海道）

米代・雄物川
（秋田県）

那珂川
（福島県、茨城県、栃木県）

神通・庄川
（富山県、岐阜県）

宮川
（三重県）

円山・千代川
（兵庫県、鳥取県）

吉野・仁淀川
（徳島県、愛媛県、高知県）

菊池・球磨川
（熊本県）

※（）は関係都道府県




